
様式２－１ 〔継続事業分〕 １／３

平成２４年度事業別評価調書（チェックリスト）

整理番号 102 事業名 交付金事業（河川） 補助 地 区 名 関 係 担当部（局） 土木部
（前回評価時：総合流域防災事業） (事業箇所名) 一級河川 伝樋川 市町村名 伊達市 課名 河川整備課

でんぴがわ

単独

評価の対象となる理由 第１項第４号評価：実施から5年を経過し継続中の事業 前回（平成19 委員会からの提言： 事業継続 県の対応方針：事業継続
年度）評価時 付帯意見： なし

事業根拠法・要綱等の名称 河川法第９条第２項 の対応方針

［事業目的及び全体計画］ ［事業に関する社会経済情勢］（特記すべき事項）
事 (1)現在の状況

（１）事業目的 沿川には人家が密集しており、台風や集中豪雨等による洪水から市街地部の甚大な浸水被害を防
事 昭和６１年８月洪水をはじめ、度重なる洪水により浸水被害が発生しているため、河積の拡大 止するうえで河川改修の必要性は依然として高い。

を行い、沿川の人家等への浸水被害の防止を図る。 業 また、下流部の河川改修が一部概成しているが、未だ上流部の流下能力が全体的に不足しており、
市街地区間の浸水被害も頻発していることから、継続した事業の取り組みが望まれている。

業 （２）全体計画
延長：Ｌ＝３,４００m を (2)変化の有無 有 ・ 無
工種：掘削工、築堤工、護岸工等 〈 〉はＨ19評価時

の (3)変化の内容
事業の採択年度 H5 完成目標年度 〈H30〉 用地着手年度 H5 工事着手年度 H12 巡

H35 (4)地域の協力体制等
概 事業の推進に対して協力的であり、早期完成を望んでいる。

事 全体事業費 これまでの これまでの年度別投資実績(24年度は見込額である。) る
業 投資事業費 左の財源内訳又

要 費 (うち用地費) 合 計 は負担割合 ～21年度 22年度 23年度 24年度 ［事業に関連する評価指標等]
社 (1)主要な評価指数の変化（

過去の浸水実績百
万 国 １／２ 年 月 原 因 浸水戸数 浸水面積
円 5,490 2,582 県 １／２ 2,253 201 128 100 会 （戸） (ha)

市町村 Ｓ５７． ９ 台風１８号 ２９４ ３５０．０）
( 2,342 ) (1,518) その他 (1,415) (57) (46) (70) Ｓ５９． ４ 豪 雨 ４８ ２８０．０

経 Ｓ６１． ８ 台風１０号 ３５３ ４５５．０
Ｓ６３． ８ 台風１３号 ４８ ２８５．０

進捗率 事業費ベース 47.0％ 用地費ベース 64.8％ 改修済延長km(％) 0.8(23.5％) Ｈ 元． ８ 台風１３号 ３２ ２８０．０
済 Ｈ１０． ８ 豪 雨 ２９ ９５．０

［整備の状況］ Ｈ１４． ７ 台風 ６号 １０ ４２．０
伝樋川は、平成１８年度までに水門整備、道路改築等の関連事業との連携を図りながら、広瀬 Ｈ１６．１０ 豪 雨 ２ ０．３

事 川合流点から国道３４９号伝樋橋付近までの８００ｍについて改修が完了し、上流２，６００ｍ 情 Ｈ１８．１０ 豪 雨 － ０．３
が未整備となっている。現在は、上流の改修に向けた用地取得及び河道掘削等による整備を進め Ｈ２３． ９ 台風１５号 － ２３．０
ている。

業 ［事業実施上の課題や問題点、今後の事業見通し］ 勢
事業用地の取得に時間を要したこと、また財政状況が厳しいことから、完了目標年度を延ばし (2)その他特記すべき事項

ているが、大規模な工場等の用地取得も完了したため、今後計画どおりの用地取得が見込まれ、 特になし
の さらに重点投資を図ることにより、平成３５年度の完成を目指す。 等

［関連事業の進捗状況］
①特定構造物改築事業（国土交通省） 水門 １基 Ｈ１３完 [環境への影響等]

進 ②国道３４９号梁川バイパス（福島県） 橋梁 １橋 Ｈ１５完 の 希少野生動植物の情報に基づく対応 実施 ・ 未実施 （ ）
③市道東土橋石井戸線社会資本整備総合交付金事業（伊達市）橋梁 １橋 Ｈ２４完予定

(1) 環境への影響内容とその対策
捗 みなし進捗率＝(B)/(A)＝77%>70% 投資済事業費(B)=2,582(百万円) 変 河川水位が低い時期でも魚が生息できるように、みお筋を確保し生態系に配慮する。

．．

全体事業費5,490(百万円) (2) その他特記すべき事項
状 みなし執行額(A)= × 経過年数19年 = 3,364(百万円) 化 特になし

全体工期31年

況
評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ 評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ
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様式２－２ ［継続事業分］ ２／３

平成２４年度事業別評価調書（チェックリスト）

【地元住民・受益対象者の意向】 計 【計画変更の必要性】
(1) 事業採択時の状況 画 (1) 必要性の有無 有 ・ 無

昭和５７年９月の台風１８号、昭和６１年８月の台風１０号、昭和６３年８月の台風１３号 変
地 等による浸水被害があったことから、早期対策が望まれていた。 更
元 の
住 必 (2) 計画変更の理由及び内容
民 要
・ (2) 評価実施時の状況 性
受 地元住民は河川改修事業に対して協力的であり、未整備区間の早期完成を強く望んでいる。 ・
益 コ
対 ス
象 ト
者 【関係機関・団体の意向】 縮 【代替案立案の可能性】 【コスト縮減の取組等（特記すべき事項）】
及 (1) 事業採択時の状況 減 ・代替案としては、市街地部上流に、降雨出水に ・護岸裏込砕石等への再生骨材利用を積極的に進め
び 地元（旧梁川町）から、早急に治水対策の着手を望まれていた。 や 対する貯留施設を整備すること等が考えられる ている。
関 代 が、伝樋川上流部には、施設整備適地がないこ
係 替 と等から、現河川改修案以外の方法は考えられ
機 案 ない。
関 (2) 評価実施時の状況 立
の 一連区間の概成により浸水被害の軽減が図られていることから、未整備区間の早期完成を強 案
意 く望んでいる。 等
向 の

可
能
性 評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ

評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ
【総合評価と対応方針案】

【費用対効果分析等】 (1) 総合評価
費 (1) 手法

「治水経済調査マニュアル（案）」（平成 17 年国土交通省河川局通知）に基づき、洪水シミュレ 改修済み区間においては、浸水被害の軽減が図られているが、未整備区間において、断面が
用 ーションにより算出した想定氾濫区域における資産等の被害額から事業を実施したことによる 狭小なため、浸水被害の恐れがあり、地元の要望も強いことから、今後も計画的に整備を進め

被害軽減額を算出し、その便益と治水施設の完成に要する今後の事業費及び維持管理費により、 総 る必要がある。
対 効果分析を行う。

効 (2) 費用対効果の変化
［前 回 評 価 時］ ［今 回 評 価 時］ (2) 対応方針及び今後の事業の進め方

果 30,043+211百万円 30,254 39,122+114百万円 39,236 合
B/C= = = 5.61 = = 6.31（≧1.00）

分 4,828+565百万円 5,393 5,560+662百万円 6,222 対応方針案 事業継続

析 Ｂ：河川事業における総便益（氾濫防止便益+残存価値の合計）
Ｃ：河川事業に要する総費用（河川改修に要する事業費+河川維持管理に要する費用の合計） 評

等 今後の事業 計画的な投資により、事業を推進する。
【費用の変化等で特記すべき事項】 の進め方

の 総費用額が前回評価時と異なる理由は、年度投資計画の見直しにより割引率の変更が生じ、事業
費及び維持管理費が変更となったためである。

要 価
【需要効果の変化等で特記すべき事項】 (3) 事業見直し継続、休止、中止する場合の対応

因 総便益額が前回評価時と異なる理由は、資産価値の見直しや年度投資計画の見直しにより、割引
率の変更が生じ、氾濫防止便益及び残存価値が変更となったためである。

の

変

化

評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ

102-2



102-3

様式２－３ ［継続事業分］ ３／３

平成２４年度事業別評価調書（チェックリスト）

［位置図］及び［事業概要図］



 102-4
（別紙）

交付金事業（河川）　一級河川　伝樋川

【今回】

［費用項目］                                                                                                                      
  Ｃ①：治水施設完成に要する事業費（施設の建設費、用地費、補償費）
  Ｃ②：評価対象期間内での維持管理費

［効果項目］                                                                                                                      
  Ｂ①：氾濫防止便益
     　　 河川改修により氾濫によって生じる被害（家屋や土地、農作物、公共土木施設、及び氾濫によって間接的に生じる営業停止などの被害額）
　　　　が軽減されるため、事業を実施しない場合と実施した場合の被害軽減額を便益として算定。
　Ｂ②：　評価期間末における施設の残存価値　　　

［考え方］                                                                                                                        
  　・現在（平成23年度）を基準年度として工事期間と完成後50年間に生じる効果額、費用額を算出し比較する。
    ・維持補修費は、各年事業毎の0.5％を維持管理費として事業完了後の50年分まで毎年見込み、これを割引率により現在価値化して計上している。
    ・便益は、整備された箇所から事業費に相当する便益が順次発生するものとし、さらに河川事業の耐用年数から事業完了の50年間発生する便益を、割引率により現在
　　　価値化して計上する。

    計算例

費　　 用 　　対　　 効 　　果 　　分　　 析

効果（便益）Ｂ Ｂ①＋Ｂ②

費　　　　用Ｃ Ｃ①＋Ｃ②
＝

効果（便益）Ｂ Ｂ①＋Ｂ② 39,122百万円＋114百万円 39,236百万円
費 用Ｃ Ｃ①＋Ｃ② 5,560百万円＋662百万円 6,222百万円

＝ ＝ ＝ ＝ 6.31
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